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4.1　就労Ҡߦ支援事業所ɿテクϊύーク΀Ζ΅の

事業所の概要

〇事業所の֓ཁ
社会福祉法人΀Ζ΅のは、ಸྑ県を中心に三重県・

都府の計7ϲ所で、障害のある方の就労に特化したژ
総合的な福祉サービス事業（就労移行支援、就労継続
支援"及び#型、自立訓練（生活訓練）、์課後等デ
イサービス）に取り組んでいます。中でも就労移行支
援事業所は「テクノύーク΀Ζ΅の」という໊前で、
ಸྑ県・三重県に計6ϲ所を設けています。

2019年度より PC を用いた在宅でのテレワーク訓
練を開始し、また2020年10月より、テレワーク就労
の訓練に特化した事業「テレワーク支援センターコペ
ル（以下 TWC）」をスタートさせました。

プログラムの内容と支援の޻෉
TWC では、テレワーク支援の方法を「トップダウ

ン型支援」と位置づけ、通所への体力や大勢の中で適
切な行動を取るといった総合的な能力を高める通所型
の支援方法（ボトムアップ型支援）と۠別していま
す。「トップダウン型支援」に求められるのは、テレ
ワークにおける利用者の適性や必要な PC スキルをで
きるだけ早く見ൈき、本人と共有しながらその能力を
৳ばしていく支援です。TWC では、タイϐングなど
の基礎能力、Word や Excel といったオフィスソフ
トへの理解、セキュリティや PC 自体への知識はもち
Ζんのこと、イラストレータやフォトショップなどの
デβイン系、ワードプレスなどを使用したプログラミ
ング系の訓練も行ってます。

〇ར用者のಛ௃やおおΑͦの割߹
2021年8月現在の利用者は15໊（うち精神7໊、

発ୡ7໊、高次೴1໊、身体0໊）です。精神障害の特
性とテレワークの関連では、通所訓練と比べテレワー
ク訓練の方が参加が安定する利用者が多く、ॱ調に訓
練日਺を増加させることができています。利用者が多
਺いる事業所に通うよりも、自宅でམち着いて訓練に
ྟめる環境がストレスのܰݮになり、日਺の増加や参
加の安定につながっていると考えられます。また、通
所利用よりも利用者と職員の一対一の時間が多くなる
ことで、不安がܰݮされていることも一つの要Ҽで
す。

〇Ұൠ就労をしͯいるا業の職種や業種
東ژに本社を置く特例ࢠ会社のג式会社テクノプ

ロ・スマイル（以下 TPS 社）には、当法人から10໊
を௒える利用者がテレワークで就職しています。

〇テレワーク就労への支援においͯ実ࢪしͯい
る関係機関やا業との連携にͭいͯ
TPS 社のフィードバックによって、利用者はテレ

ワーク就労に関して自身に足りない部分を知ることが
でき、担当職員と一ॹにৼりฦることで、今後のやる
べきことがみえてきます。

〇事業所の঺հしͨい಺༰やಈ向にͭいͯ
テレワークという働き方の認知度は高まっていま

す。利用者ニーズの変化や企業の動向を見ると、精
神・発ୡ障害を抱える人たちが働くことができる方法
として、今後定着していく可能性も十分にあります。
しかしそのためには、今までの通勤型就労を目指した
訓練だけでは不十分であり、実際に異なる能力が求め
られているということも含めて、支援事業所と企業が
連携してテレワーク就労を広めていく必要がありま
す。ಸྑ県のように就労先が少なかったり業種が限ら
れたりする地方では、職業を選୒する෯が自ずとڱ
まってしまうが、テレワーク就労は住み慣れた地域で
障害のある方の自立を可能にするというকདྷ性を有し
ています。一方で人ޱの少ないࢢやொ、ࢁ間地域のଜ
では、本人のニーズの前に支援機関等にテレワークへ
の理解がਁಁしていない状況があるため、प知する活
動が必要です。

（੨໦ 真ฌ）　
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4.2　就労Ҡߦ支援事業所ɿワークイζ

1. 事業所の概要
東ژ都大ా۠にある就労移行支援事業所ワークイズ

は、2016年より開所したג式会社 % ˍ I が運営する
事業所です。定員は20໊となり、対象としている障
害種は精神障害、発ୡ障害、身体障害、知的障害で
す。コロナӔになる前より在宅訓練を行っており、現
在では利用者の8割が在宅での訓練に取り組まれてい
ます。׬全在宅訓練、通所と在宅訓練のハイブリット
型、׬全通所訓練と様々な訓練方法に対応が可能と
なっております。

2. ワークイズの特徴

࿅܇いͨ就職ͮج業ニーζにا （1）
これまで、延べ5000社以上の障害者雇用の支援実

੷がある、運営会社ג式会社 % ˍ I のస職サポート
のノウハウを活かし、社会でઓ力となる人材を目指
した訓練を行っています。また、ג式会社 %�I では
テレワーク雇用支援150社以上500໊以上の実੷があ
り、在宅訓練においては実際にテレワークで勤務され
ている障害者の方の業務をアレンジした内容を提供
し、よりテレワークに必要とされるスキルを身に着け
ることができます。

（2）4T&1 に߹Θͤͨ܇࿅಺༰
通所者の個別支援計画だけではなく、成長のロード

マップを作成して、ご自身の現在地と目標஋を可視
化しています。就職に向けて3つのஈ֊に分けて就職
へのサポートを行い、就職・定着・ઓ力化を見ਾえ
て STEP を設け、利用者の成長を無理なく促していま
す。

ʢྫʣ45&1 ʹ߹Θ݄ͤͨ࣍ධՁද

3. 在宅訓練を開始したഎܠ
運営会社のג式会社 % ˍ I では、10年も前から、

障がい者の在宅雇用支援を行っております。「働きた
いけど、働きに出ることが困難」「スキルはあるが、
就労環境によるӨڹで通勤が困難な方」など雇用の形
態を変えるだけで、ઓ力として企業に就労していただ
いております。障害者の在宅就労が当たり前になれる
ようにと、サービス展開しておりました。企業におけ
る在宅就労を増やすためには、テレワークの働き方に
なれ、活༂できる人材を増やすことも重要であると考
え、まずは自社のワークイズからチャレンジをしまし
た。そして独自に、ंいすϢーβーの方の在宅訓練を
開始し、検ূを実施しました。

在宅雇用に特化したΤンカククラウドシステムを活
用し、通所実੷・訓練成果・訓練プロセスなど、上ه
システムを活用し、見える化を行い、Τビデンスを取
ることで、自宅でも訓練が行えることをূ明し、自治
体からも在宅訓練を認めてもらうことができました。

4. 在宅訓練に必要なこと

（1） 1$ εΩルΑΓ΋、·ͣ͸Ϧテラγーを
よく、「在宅訓練に必要なスキルは何ですかʁ」と

聞かれることがあります。もちΖん Excel や Word
といったオフィス系のスキルはあったほうがより採用
されやすいですが、それよりも就労後に無くては困る
のは「IT リテラシー」です。例えば、在宅就労を開
始すると、企業から貸༩されたύソコンが༣送されて
くるのですが、メールやチャットソフトなどを自分で
設定しなければならないことが多く、自宅のネット環45&1 ΞッϓのΠϝーδ図
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境と繋ぐといった、通所ではサポートしてもらえるこ
とも、自分一人で設定しなければなりません。当વ、
訓練でそういった事象に対応できるようサポートは行
いますが、自分が知らない出དྷ事にૺ۰した際に、自
らインターネットで調べ、必要に応じてコミュニケー
ションツールを使い分け質問し、自分なりの౴えを導
きだす IT リテラシーが特に重要になります。

（2） ࣾ会ਓྗૅج
ワークイズでは、在宅訓練において経ࡁ産業省が推

奨している「社会人基礎力」の向上を目指し、࠲学で
講࠲を実施しています。月次評価の中に、12項目の
基準を設け、本人が৳ばす・改善する項目とその成長
ロードマップを作੡し、社会人基基礎力の向上を目指
しています。講࠲だけではなく、日常のやり取りから
項目にԊったフィードバックを行うことで、通勤・在
宅問わず求められる力をৢ成しています。

に取り入れています。

（3） 在宅就労、௨ۈ就労を限ఆしない
利用者が通所を始めた際、在宅就労だけを目指して

訓練を受ける方がいますが、訓練を通じ、通勤・在宅
問わず本人の状況に合った働き方を提案しています。
実際に訓練を受け、在宅就労のメリット・デメリット
を知っていただき、ご本人の選୒を後押しします。在
宅就労、通勤就労と決めるのではなく、できる限り本
人の就労の可能性を広げ、最ऴ的には本人自身が自分
で企業・働き方を選୒して就労することを目指し、支
援をしています。

5. 在宅訓練ツールの活用
ワークイズでは、運営会社ג式会社 % ˍ I が開発

した、テレワーク管理システムʲΤンカククラウドʳ
を使用し在宅訓練の不安要素でもある5つの項目を可
視化しております

࿅࣌ؒの؅ཧ܇ （1）
訓練開始時にΤンカククラウドにログインすること

で訓練開始のログを取れる仕組みとなっております。
訓練開始時ࠁにログインできていない人が一覧でわか
り、メールやి話にて確認を行っていきます。

（2）ମ調؅ཧ
ログイン後に体調に関するアンケートがද示され、

アンケートに回౴すると、支援員が今日の体調を確認
することができます。結果はデータで保ଘすることが
可能となり、ि次・月次での体調の೾も把握すること

ができ、過ڈをさかの΅り体調の自己管理を促すこと
が可能となります。

࿅಺༰܇ （3）
今日やるべき訓練は、タスク管理機能で利用者が確

認、支援者は管理することができます。また訓練中の
ύソコンの画面をキャプチャー機能で10分おきにࡱ
Өが可能となり、訓練内容のプロセスを可視化ができ
ます。

そういった機能を活用し、支援員がタスクを確認
し、本人へのフィードバックも日々行っております。

（4） νϟット機能
チャット機能を利用し、訓練内容の不明点を気ܰに

質問ができ、支援員から回౴を出せるようになってい
ます。おனܜٳや体調不ྑになったときも、チャット
はコミュニケーションスϐードが଎いため利用者の安
心につながっています。

࿅಺༰のΤϏσンε܇ （�）
訓練の中で発生したチャットのやり取りや、体調ア

ンケートの結果、画面キャプチャーなどデータとして
保管ができ、CS7 でのుき出しも可能になっていま
すので、ຖ月のৼりฦり面談で過ڈのやり取りを見な
がら、改善やすべき点や成長している点を一ॹに見る
ことができます。

在宅訓練では、支援員が見कってくれているかどう
か不安になる方もいらっしΌいますが、ツールを活用
することでその不安を෷১することができます。ま
た、実際在宅就労と同じ環境下で訓練を受けること
で、より在宅就労のイメージをもってもらうことが可
能です。

（ถా ঘହ）
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4.3　就労Ҡߦ支援事業所ɿ/eVro %iWe
式会社ύーソルチャレンジは就労移行支援サービג

スとして「ミラトレ」と「/euro %ive（ニューロダ
イブ）」という２タイプの就労移行支援事業を展開
し、障害者の一般就労をサポートしています。
１）ミラトレ 全国で14事業所（2022年9月現在）

就労することを目指すすべての障害者を対象に就労
支援に取り組んでいます。
２） /euro %ive 全国で３事業所（2022年9月現
在）高度な専門知識や技能を持つニューロダイバース
人材を対象に、企業や社会が求める %9 人材を育成す
る就労支援事業に取り組んでいます。

このষでは、ฐ社の就労移行支援事業のうち、
/euro %ive（ニューロダイブ）事業について紹介い
たします。

ニューロダイバーシティ事業の
取り組み

1）/eVro %iWe と͸
前ड़のように、/euro %ive とは、社会の、とりわ

け企業のڝ૪力向上のために必ਢ要݅としてઓུ化さ
れている、%9 推進にݙߩ可能な人材をഐ出するため
の事業として立ち上げました。

2）事業্ཱͪ͛࣌のૂい
①ますますਂࠁ化する企業の%9人材不足

ग़లɿۀ࢈ࡁܦল　ʮ̞̩ਓࡐधڅに関͢るௐࠪʢ֓ཁʣʯ�ฏ੒��೥݄̐

IT 企業及び一般企業（産業界全体）の2018年時点
での先端 IT 人材不足਺は22ສ人、2030年までに人
材不足਺は最低でも約16ສ人、最大では約79ສ人ま
で拡大する予ଌとなっています。また、特に不足する
分野は「ビッグデータ」「IoT」「人޻知能」「ロボッ
ト」に関する人材となっています。

次のデータは経産省が2016年に発දしたもので
す。普及が進むクラウドコンϐューティングのほか、
ビッグデータや IoT、"I 人޻知能等の IT 関連分野に

おいて高い注目を集めている先端的な技術・サービ
ス、いわΏる「先端 IT」の分野は、今後の産業界を
変ֵする大きな可能性をもち、今後の IT 関連ࢢ場の
拡大・成長のݤを握るキーワードとしてきわめて重要
と言われています。一方で、その先端 IT ྖ域を担う
IT 人材は今後不足すると見られています。

ग़యɿۀ࢈ࡁܦল　ฏ੒��೥�݄ʮ*5ਓࡐの࠷৽ಈ޲とকདྷਪܭに関͢るௐࠪ݁Ռʯ

ฐ社は %9 人材の有力な供給源として、ʠニューロ
ダイバース人材ʡに着目し、਺年をかけてリサーチし
てきた結果としてこの事業を立ち上げました。
②発ୡ障害者の雇用と活༂の機会創出

これまで発ୡ障害者は、そのコミュニケーション上
の課題から、雇用に難৭を示す企業が多く、採用され
ても؆қな定型業務などをアサインされ、能力に見
合った活༂の場を提供される機会が少なかったと思わ
れます。

ฐ社では発ୡ障害者も多਺雇用し、活༂を実現して
きた経ݧとノウハウがあることから、コミュニケー
ションやマネジメントに対する懸念はありませんでし
た。ฐ社の経ݧやノウハウを他社に提供することで発
ୡ障害者、中でも高度な専門知識や技能を習得する
可能性の高い、ʠニューロダイバース人材ʡを企業
の %9 課題解決の切りࡳとして供給できると考えまし
た。

گ在の事業֓ݱ（3
① /euro %ive standard （就労移行支援事業所）

までの障害のある方で、障害福祉ࡀから64ࡀ18
サービスの受給者ূを発行してもらえる方が対象で
す。原則事業所へ通所できる方が対象ですが、何らか
の事情でテレワークトレーニングの必要性があり、適
性のある方は事業所の定めるルールに従い、テレワー
クによる訓練もڐ容しています。
② /euro %ive 0nline （オンライン有料学習サー

ビス）
現職中の方や、障害の診அがない方、障害者手ா
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の取得予定がない方もご利用いただける、オンライ
ンサービスです。先端 IT ྖ域で活༂できる人材へと
キャリアアップが目指せるサービスで、/euro %ive 
standard と同等のプログラム受講が可能です。

/euro %ive（ニューロダイブ）
事業所の特徴

①先端 IT 特化型をうたう /euro %ive が担うྖ域
ฐ社の /euro %ive 事業立ち上げ時には、データ

サイΤンス等を中心に扱う先端 IT 特化型の就労支援
をうたう事業所はほとんどありませんでした。

/euro %ive が担うྖ域を示すなら以下のようにな
ります。

ग़యɿোऀ֐のಇ͖ํのมԽとಈ޲�ʵଟ༷ͳಇ͖ํの֦͕Γと 4PDJFUZ���ʵ
�೔߳໌�ޱࢁ�तڭ�দେֶൃୡՊֶ෦ߴ

I T特化型就労移行支援事業所における、提供プログラムの位置づけ

Neuro Dive

/euro %ive はハイレベルのプログラムを提供し、
高度な %9 業務を担える人材のഐ出を担っています。
② /euro %ive が育成可能な専門ྖ域

/euro %ive では特に̐ྖ域で活༂できる人材をഐ
出しています

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

/euro %ive（ニューロダイブ）の
カリキュラム

1）σータαイΤンテΟεトになるͨΊの
ฤ成࠲ߨ

/euro %ive では最新のデータ活用人材に求められ
るスキル構成を࠶定義しています。現状ではデータサ
イΤンティスト協会の定めた「ビジネス」「データサ
イΤンス」「Τンジニアリング」の三軸から成るスキ
ルマップが普及していますが、テクノロジーの発展や
ビジネスのྲྀ行・変化によって企業はより広範ғかつ
専門的なスキルを備えた人材を求めつつある状態で
す。そこで、求職ࢢ場におけるスキル要݅から、現在
のデータ活用人材に求められるスキル体系を࠶定義し
ました。特に「デβイン力」「ストラテジー」「ޠ学
力」「言ޠ化」が新たな要݅として重要視されつつあ
ります。

/euro %ive では実際にデータを扱いながら学Ϳ、
最先端のデータサイΤンス講܈࠲を用意しています。

దੑを生͔しͨॊೈな・ੑݸ（2
ֶशϓϩάラム

利用前に適性൑அを実施し、利用後も個性を考慮し
て専門ྖ域を分化したプログラムを用意しています。
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������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

3）ίϛュニέーγϣンεΩルをߴΊる
֤種࠲ߨラインアッϓ

専門スキルの習得だけではなく、%9 人材として、
必要となるコミュニケーションスキルの習得にも力を
入れています。（※ここでいうコミュニケーンには言
だけではなく、テキストコミュニケーションも含まޠ
れます）

②自己分ੳスキル
③ビジネスコミュニケーションスキル
④セルフコントロール（アンガーマネジメント）

スキル
ᶇ就職活動・面接対策講࠲
一般的にʠۤ手ʡとされる就職活動、特に面接に関

する講࠲を用意し、対応力を育成しています。

4）就労支援ମ੍
プログラムだけではなく、その提供を担保するス

タッフਞの整備にも力を入れています。特にデータサ
イΤンス人材の育成を主としていることから、スタッ
フの採用と活動にはとりわけ力を入れています。
①データサイΤンス・就職支援に精通した講師を配置
②データサイΤンス・就労支援に精通した支援員を配

置

�）/eVro %iWe（ニューϩμイϒ）にΑる、
σータαイΤンテΟεトのҭ成ϑϩーに
ͭいͯ

/euro %ive ではプログラミングの技術習得にとど
まらず、ビジネスに役立てる前提での成果෺作成まで
実施する点に特徴があります。。

/euro %ive では、プログラムを受講して学んだ知
識や技術を基に分ੳレポートやシステムの自動化、
画૾൑定 "I の作成などの成果෺を作成することを重
視しています。就労経ݧがほとんどない方が対象のた
め、企業が求めるʠ経ݧʡの代ସ策として、実際の企
業活動においてどれだけビジネスݙߩできるか、とい
う視点で成果෺を作成するため、実践的なポートフォ
リオがॆ実します。

������1&340-�$)"--&/(&�$0�
-5%�"MM�SJHIUT�SFTFSWFE

/euro %iveの特徴について
ここまでهड़してきたことを整理すると /euro 

%ive の特徴が見えてきます。
①データサイΤンティストの常ற指導により企業でઓ

力になるための実践力・自૸力を育成できること。
②個性・適性を生かした柔軟な学習プログラム
全員が共通のプログラムを受講するのではなく、適性

と目的、保持するスキルレベルに応じて個々に最適
化したプログラムを提供。

③特例ࢠ会社としての๛෋な障害者雇用の実੷を活か
した職業準備性訓練・入社後定着フォローを提供。

④通所とテレワーク（ハイブリット含む）の受講方法
を選୒可とすることで、多様な受講環境を提供。

開設以དྷの業੷
以上のような取り組みにより、ฐ社 /euro %ive

の実੷は次のような結果となっています。
※以下のデータは /euro %ive standard（就労移行
支援事業所）に限定した਺஋になります。

1）就職者਺　24໊　
2021年開所以དྷ、日本を代දする IT 企業をはじ

め、各社の %9 職域に人材を供給することができまし
た。コロナ禍における採用ఀ଺状況においても2022
年3月時点までで24໊の就職者をഐ出しています。

2）就職཰　���
利用者就職率は85� にୡしています。

3）ఆண཰　9��
また就職後の定着率も90� をތっています。

4）ニューϩμイόーεਓࡐの活༂マネジϝント
最後になりますが、ฐ社/euro %iveでは、ニュー

ロダイバース人材の活༂に最適化した、マネジメント
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ノウハウも採用企業に提供しています。企業による適
切なマネジメントにより、採用された障害者が能力を
発揮し、安定した雇用継続を図るためのサポートにな
ります。ه載した資料は公開していますので、関心の
ある方はฐ社サイトからダウンロード可能です。検ࡧ

サイトから「ニューロダイバーシティで実現する %9
推進」で検ࡧし、ダウンロードいただき、参考にして
してください。

（信உ ߑ）

4.4　就労Ҡߦ支援事業所ɿ/10法ਓ在宅就労支援ஂ

事業所の概要
たち在宅就労支援事業団は、何らかの理由で֎でࢲ

の就労が困難な方々の社会参加活動を支援するためボ
ランティア活動を通じて平成11年4月より活動を続け
てきました。在宅就労支援事業団の持つ認可事業は、
5つとなりました。（①在宅就労支援事業団：政府系
/P0 法人、②在宅就労支援事業団：府省共通研究機
関、③在宅就業支援団体、④就労移行支援事業、ᶇ
就労継続支援#型事業）障がい者、障がい者のՈ଒、
生活保護受給者、ࢠ供がখさくて֎で働く事が困難な
方、自宅で介護が必要なため֎に出られない方及び会
社౗産で仕事をࣦった方、遠隔地（離ౡ）にお住まい
の方、難病患者の方々に対して、在宅で仕事が出དྷる
ようにカウンセリングを通じて在宅就労支援事業や、
様々な仕事の提供や技術の指導に係る事業等を行い、
こうした方々のリハビリ、自立及び自助にد༩し、๛
かな地域社会を創り上げていくために日々の活動を展
開しています。

その中でも、2021年12月にグループ加入した在宅
就労支援事業団 T0,:0-#": は、支援員が看護師資
֨を持っていることが特徴的で、在宅就労支援事業団
利用予定の者に対して、医療的観点からの定期的な面
談を実施し、体調が整うまで T0,:0-#": を利用す
るなど、専門分野に分けて協働しています。実際に、
ઍ༿県の T0,:0-#": の事業所利用をر望する方も
います。体調が整ったஈ֊で、ر望者にはࢲたちの移
行支援へ T0,:0-#": からٯ紹介という形の連携体
制をとっています。

医療に置き換えてみると、病気に対しての専門的な
治療は、地ݩから離れた専門病院を利用し、状態がམ
ち着けば地ݩの医療機関を利用するという選୒ࢶがあ
ります。こうした発想からの連携は、ICT を活用した
在宅による就労移行支援事業であれば、利用者のر望
に応じた福祉サービスを選୒することが可能であり、
さらには、専門性の高い事業所との連携が可能になる
ことは、就職地の選୒ࢶも広げる可能性があるといっ
た、利用者にとってのメリットも大きくなります。

実際に2021年より、これまで福祉事業所で受け入
れることが難しかった݂ӷ੡ࡎによる HI7 感染ඃ害
者の方ୡに対して、国立国際医療研究センター、社会
福祉法人はばたき福祉事業団、在宅就労支援事業団
本部、T0,:0-#": と連携しながら、在宅就労によ
る研究事業を実施しています。こうした福祉と医療を
༥合することにより、福祉事業所だけでは支援が難し
かった方ୡにとっても就労の機会を広げるྑいモデル
になると期待しています。

在宅就労支援事業団の訓練の特徴・
෉޻

当事業所は企業より障がい者の社会参加の機会提
供のための業務を発注していただき、事業所（ҕୗ
者）・受ୗ者（利用者）の協力のもとに඼質の向上と
社会へのݙߩ及び事業のൟӫにد༩することを目的と
した業務ҕୗܖ約を結んでいます。一般的な就職に向
けての࠲学はもちΖん、5つのカテΰリーの業務（①
෺඼੡଄業 ②Ѽ໊書き作業 ③̢̙・ポスティン
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グ作業 ④ PC 作業 ᶇܰ作業）と複਺種類の業務か
ら、利用者本人に適性の高い業務、本人のチャレンジ
したい業務を提供します。ೲ期や޻௞が発生すること
で、事業所・利用者間にྑいۓு感が生まれ、報告・
連絡・相談の習慣が身につくなど、コミュニケーショ
ンのີ度が高まり、働くための基礎的な力を実務を通
して習慣化していくよう促しています。基礎的な PC
スキルや知識だけでなく、訓練と就職後のΪャップを
少しでもຒめることで就職後の定着率を上げるように
。෉しています޻

在宅実習の普及啓発
これまで、特別支援学ߍの生ె、教職員、保護者を

対象に講ԋ、説明会を実施し、特別支援学ߍ在学中、
年2回ある実習のうち1回を在宅実習に置き換えるこ
となど、ଔ業後の働き方の選୒ࢶが広げるために行っ
てきました。今の時代にあった働き方について、ࢠど
もたちの知るݖ利をकる上でも、ະདྷの選୒ࢶを増や
すためにも、Ҿき続き取り組まねばならない事業の一
つであります。

情報センターとの連携

また、一般社団法人在宅情報センターを開設しまし
た。これは、障害者雇用率（法定労働時間）に反өす
ることが困難な障がい者を雇用し、次のステップへ繋
がって௖くこと、そしてࢲたち、在宅就労支援事業団
の願いである、「全ての障がい者が社会参加できるよ
う公共の福祉を創଄していくこと」を目的としていま
す。

C07I%-19感染拡大は、ࢲたちが今まで経ݧしな
かった事象です。「仕事は企業の中で」という、これ
までの概念から、自宅やサテライトオフィスといっ
た、働く場所が選୒できる時代へಥ入しました。ICT
活用が広がることで、今まで通勤が困難で働くことを
ఘめていた障がい者の方に、在宅で働くチャンスが౸
དྷしたことは非常にتばしい事であります。障がい者
にも働く選୒ࢶが増えることは望ましく、また感染症

拡大や自વ災害の多い日本における事業継続という観
点から、企業も在宅就労を取り入れる時代となってき
ました。その一方で、障害者雇用率（法定労働時間）
に反өされない障がい者がଘ在することも事実であり
ます。全ての障がい者が働きやすい環境を提供してい
くことは、非常に重要なことだと考えています。

αテライトεペーεのޮՌ
これまで、地ݩ企業、都ݍࢢの企業との関わりの中

で、企業側も在宅での雇用・サテライトスペースでの
障がい者雇用に関心を持たれていることは話題にあ
がっていました。しかし、在宅雇用での管理・サテラ
イトスペースでの雇用というイメージがつきにくいと
いうことが課題でありました。当事業所内にサテライ
トスペースを設置し、その課題を解ফし、東ژ都内に
本社のあるϗテルチΣーン様を第一߸としてサテライ
トスペースの貸し出しをしています。2022年8月に
サテライトスペース3ϲ所の増設を行いました。現在
では、大学の利用が決まり、大学への就職という選୒
のݍも提案できるようになり、さらには関東ࢶ IT 企
業からも使用ر望のଧ診をいただいています。

同施設内にある就労移行支援を利用中の方にも、2
年後のࢲを想૾することができ、意ཉの向上にもつな
がっています。目のಧくとこΖに在宅就労支援事業団
の職員が居ることで、إ見知りの支援員がドアの向こ
うに居ることは安心につながります。

企業様のニーズに応えることができたことで、障が
い者雇用に積極的になっていただけていることや、採
用された利用者の定着率が向上していくことなど、今
後調査を行い、࠶現性の高い就労移行支援業の構築が
。たちの課題でありますࢲ

在宅就労移行支援の推進
多様な働き方・働き方改ֵ・労働人ޱ਺のݮ少、大

規໛災害、߽Ӎ、਒災、感染症への対策として、在宅
での就労が経ࡁ活動を支える時代になってきました。
つまり在宅就労が必要ではなく、必ਢの時代です。病
気や障害が有る無いに関わらず、利用者・事業者側も
時代のニーズに応えることができる人材の育成に取り
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組むことで、結果的に在宅であれば活༂ができる障が
い者が、ࢲたちとともに一ԯ૚活༂時代の実現にݙߩ

できる就労スタイルになると位置෇けています。
（ライアン ઍึ・٠஑ ༱ਖ਼）

4.�　就労Ҡߦ支援事業所ɿアε・トライ

コロナ禍で経ݧした、
テレワークにも活用できる
就労訓練プログラムのご紹介

〇事業所の֓ཁ
2011年9月、۽本県۽本ࢢ東۠に就労移行支援事

業所を開所しました。
当事業所では、新型コロナウイルス感染症によるۓ

事態એ言発令のため、2020年5月、オンライン環ٸ
境でのリモート訓練に取り組みました。これまで通
所対面でおこなっていた訓練内容を大きく変更する
ことはありませんでした。ࠞཚすることなく取り組
むことができた理由として考えられるのは、普ஈか
ら Google Workspace といったクラウドサービス
（SaaS）を活用していたからです。利用者もスタッ
フもҧ和感なく安心して利用することができました。

〇事業所Ͱ܇࿅しͯいるϓϩάラムの಺༰
基礎的な PC スキルを֫得するための訓練やコミュ

ニケーションスキル向上プログラム、各種検査ツール
を用いた利用者のアセスメントに力を入れています。
訓練中に得られた情報はデータベース化し、スタッフ
間でリアルタイムに共有しながら、利用者お一人おͻ
とりに合わせたタイミングで、適切な支援をおこなう
ように心がけています。

〇ར用者のಛ௃やおおΑͦの割߹
ʲこれまで就職された方の障がい種別割合ʳ

発 ୡ 障 害40.5 ％、 精 神 障 害29.7 ％、 知 的 障 害
16.2％、身体障害9.5％、高次೴障害4.1％（2022
年10月຤現在）となっています。

とくに最近は発ୡ障がいの方の利用が増えていま
す。
ʓ各事業所から企業への一般就労をしている場合の主

な就職先の職種や業種は，次の通りです。このよう
に ICT ツールを用いるスキルの֫得や向上を訓練
で行いながら事務職などに就職する事例も多਺あり
ます。

˙企業
・情報通信：事務補助
・༣ศ：ہ内作業員

・医療、福祉：介護職、事務職
・住宅、設計：ݐ築設計職、事務職
・不動産：事務職
・フードサービス：ళฮスタッフ

〇関係機関やا業との連携にͭいͯ
労働ہ、ハローワーク、障害者就業・生活支援セン

ター、障害者職業センター、くまもと就労移行支援協
議会、ࢢ障がい者自立支援協議会、県雇用労働創生
課、ࢢ障がい保健福祉課、県立高等技術専門ߍ、ຽ間
の人材紹介会社、঎޻会議所、/P0 法人などと連携
しながら、訓練プログラムの新規開発、就職先の開
拓、障害者雇用に関する情報交換などをおこなってい
ます。

〇܇࿅಺༰の %9 のऔΓ૊み
最近では、۽本のような地方都ࢢにおいても中খ企

業の %9（デジタル・トランスフォーメーション）へ
のڵຯや関心が高まっていることを実感します。わた
したちがコロナ禍で経ݧして取り組んだことが、テレ
ワークにも活用できると思い、今回ご紹介させていた
だきます。

事ۀॴ಺ϙーλϧαΠトʢ(PPHMF αΠトʣ
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ேの݈߁νΣックʢ(PPHMF ϑΥーϜʣ

ேのདྷ所時、ご利用者は Google サイトで作った
事業所内ポータルサイトに各自ログインしていただ
き、健康チΣック用の Web フォームに必要項目を入
力します。集計されたデータは、基本的労働習慣のリ
ズム構築や体調の೾を可視化するために使われます。
スタッフは、その集めたデータから気になるՕ所を発
見し、必要があると൑அすれば直接ご本人に声掛け
をします。在宅の方は Google Meet（T7 ి話）や
Slack（チャット）といったコミュニケーションツー
ルを使って相談対応や助言などをおこないます。

໛ٖۀ࡞ʢ໊ࢗεΩϟχϯάʣ

໛ٖ作業の一つに PC とスキャナーを使った໊ࢗ
のಡみ取り修ਖ਼作業があります。໊ࢗフΝイリング
0CR を使い、スキャニングされたจࣈの修ਖ਼作業を
おこないます。ಡみ取った情報にࣈޡ୤ࣈがあれば、
画面上に৭෇きจࣈとして注意ىשされるので、修ਖ਼
するように促します。その後、׬成したデータは csv
フΝイルとして書き出し、Excel や Google スプレッ
ドシートで使えるように Google ドライブへ送り、
住所録を׬成させます。

୯඼スキャナに෇ଐする 0CR ソフトを有効活用す
ることで、ٖࣅ的に "I-0CR 作業（テキストアノテー
ション）を実現しています。໊ࢗの整理やスキャナー
の使い方、ಡみ取ったデータの加޻修ਖ਼など一連の
作業に取り組むことは、例えば、就職先での "I-0CR

作業にも十分応用できる൚用スキルになると考えてい
ます。

໛ٖݧࢼཤྺʢ*5 ύεϙートݧࢼʣ
企業の %9 が進展する中、社会人に求められるデジ

タル基礎知識の習得（リスキリング）が訓練のݤとわ
たしたちは考えています。ฐ所では IT に関する基礎
的な知識をূ明できる国Ո試ݧである IT ύスポート
試ݧの受ݧサポートをおこなっています。どのような
業種・職種においても IT と経営全般の総合的知識が
企業のઓ力となります。専用テキストを用いて対面や
オンラインで伴૸型のインプット学習を進め、その後
は PC 内にある過ڈ問を中心としたアウトプット学習
へ移行します。各分野の得点率が可視化されますので
໛ٖ試ݧを複਺回実施後、合֨ݍ内に౸ୡしたことを
確認した上で、本試ݧに望みます。

F ϥーχϯάʢ4DIPPʣ؅ཧը໘
ฐ所では、7
000本以上の動画を有するオンライ

ン講࠲（Schoo）の中からオリジナルの研修用カリ
キュラム（基本コース44時限）を作成しています。
スタッフは利用者の学習進捗状況を確認しながら、ご
本人の学びを進めていきます。基本カリキュラムは、
1. マナー 2. コミュニケーション 3. 業務遂行 4. マイ
ンドセット 5. ストレス対処 6. コンプライアンスの6
つです。基本カリキュラム修ྃ後は、自由選୒による
学習を継続し自発的な学びをଚ重しています。෯広い
知識や新たな視点を持つことで、イノベーティブな発
想が生まれてくるものと考えています。

アス・トライは ICT 人材のഐ出に特化している事
業所ではありません。これまで PC 使用をメインとし
た職種にनわれず、各種訓練を通じてご本人のڵຯや
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能力、経ݧなどを活かし、就業可能性を見ਾえた支援
をおこなってきました。

とはいえ、大きく変化する時代のைྲྀの中、働きた
いという意ཉを持つ障害者の方々が、デジタルスキル
という学びの֨ࠩによって、職業機会に不平等がىき
ることはආけたいと考えます。わたしたちは、この時
代に合わせた新たな学習機会を提供する必要がありま
す。

例えば、"I や RP"（ロボティック・プロセス・オー
トメーション）を活用した訓練教材を準備し、ICT リ

テラシーの基礎を学びながら、バックオフィス業務の
課題解決とコラボレーションができるࢢຽ開発者（シ
チズン・デベロッύー）の育成を目指すことも一つの
目標です。

就労系サービス事業所同士がつながり、オープンプ
ラットフォームで一ॹに運営システムや新規プログラ
ムの検討・開発をおこない、学びの֨ࠩがىきないੈ
界を共に築いていきたいと考えています。

（三ߒ ాࢁ）

4.�　就労ܧଓ支援"ܕ事業所ɿࡳຈνϟレンジυ

事業所の概要
/P0 法人ࡳຈチャレンジドは、「ʰIT でマβル、

ハタラク、拓き合う。ɦ 社会を創ります」をモットー
に、自立を目指す障害者（チャレンジド）のための
「キャリアデβインセンター」として活動を続けてい
る団体です。就労継続支援̖型・就労移行支援事業を
運営する多機能型福祉サービス事業所としての活動、
์課後等デイサービス、ࡳຈࢢ障がい者ＩＣＴサポー
トセンター事務ہとして障害がある方へのύソコン指
導等の活動、ࢢຽ活動等を行なっています。

就労継続支援"型では2011年6月の開所時から積
極的に行なっています。移行支援では、新型コロナウ
イルスが理由により通所の制限がある人や不安を感じ
る利用者への対応として自治体が2021年4月より在
宅就労支援を認めて以降開始しました。

事業所で訓練している
プログラムの内容

仕事の内容は、໊ࢗやアンケート等のデータ入力を
はじめ、౤稿動画サイト؂視業務、海֎ۭߤ運௞登録
業務、イベントサイトデータ登録業務、Web アクセ
シビリティ業務、イラスト・デβイン業務、アノテー
ション業務、຋༁業務等、多ذに౉ります。それͧれ
のスキル・特性を生かした担当割り当てをし、ワーク
シΣア型で遂行しています。障害によって作業スϐー
ドや処理能力などにも多少のࠩはあるものの、̥Ｃप
ล機器やツールなどといった働く環境づくりをするこ
とで、障害のない人と変わらないύフォーマンスを発
揮できるケースもあります。業務をいただいている企
業側にも一人ͻとりの障害特性の理解をਂめていただ
き、୯なる請ෛ先としてではなく共に働く社会人の஥
間として関わっていただき、働くモチベーションアッ
プづくりを構築しています。業務で使用するツールや

アプリ、労務管理については、極力クラウド化を行っ
ています。また、WE# 会議ツール、ビジネスチャッ
トなどのコミュニケーションツールを活用すること
で、通所と変わりない業務環境を自宅に構築し、離れ
た環境でも安心して஥間とコミュニケーションを取り
ながら業務を遂行しています。

利用者の特徴やおおよその割合
障害種別は多様で、身体・精神・ܰ度知的・発ୡ・

難病の人など様々な障害の方がいます。
割合的には、精神・発ୡの方が多く、全体の約6割

を占めています。社会人経ݧのある方が多いです。一
般就労のં࠳等で後Ζ向きな気持ちで福祉サービスを
選୒した方は少なく、多様な働き方の選୒ࢶとして福
祉サービスを選୒した方が多いです。福祉サービスを
利用しながら自身の 20- 向上をされている方が多い
です。また、お住まいのࢢொଜに自分の障害特性に
あった就労系福祉サービスがないという理由で、テレ
ワークでの支援を選୒している利用者もおり、それͧ
れの障害や生活環境の事情等を考慮し、その人に合わ
せた働き方づくりに取り組んでいます。

各事業所から企業への一般就労を
している場合の主な就職先の職種
や業種

就職先としては Web 関係企業やコールセンターが
多いです。まれに IT 関係の会社を作られた方などが
おります。ࡳຈチャレンジドを利用していた時はテレ
ワークで働いていた方がコミュニケーションに自信が
つき、通勤型の企業に就職されることもあります。
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関係機関や企業との連携について
北海道内の就業・生活支援センターや各自治体の障

害福祉課、ハローワーク、障害者職業センターをはじ
め、シンクタンク、中খ企業Ո同༑会、全国で障害者
のテレワーク支援をしている福祉サービス事業所や特
例ࢠ会社、ຽ間の人材紹介会社等෯広く連携をし、テ
レワーク支援の向上、就職先開拓等に取り組んでいま
す。

成長意ཉにつながる訓練の޻෉
たちの̖型事業所では、利用者の௞金を一律同じࢲ

ではなく、個別に作業の評価を行ない、その結果に基
づきࠩ別化する仕組みを用いています。具体的には、
給༩はஈ֊߸เදをベースとした௞金දを採用してお
り、評価に対する処۰を明確化しております。௞金ද

と自分の評価結果をরらし合わせ、「次ؤுれば○○
円ঢ給できるʂ」「○年後にここまでঢ֨すれば収入
はこれくらいになる」と利用者が自分の目標を設定し
やすく、また、収入にあわせた生活環境づくりを具体
的にイメージをඳくことができるように޻෉していま
す。自分の௞金の見通しがつくことで利用者のモチ
ベーションの向上に繋がっています。また、ύソコン
をつかった仕事の種類は常に෯を多くし、利用者の可
能性を最大限に拡げ、またスキルアップにつながるよ
うな環境を用意しています。これまで社会や会社でࣦ
ഊ経ݧが多く、自己ߠ定感が低かった方が次第に自信
がついてくるケースなども見受けられます。

モチベーションが高まることで、次第に社会にも目
を向けるようになり、結果、一般就労に繋がったケー
ス、̖型での働き方を継続し、ࡳຈチャレンジドの職
員となったケースなど、いつのまにか心や体に無理の
ない形で、更なるॆ実した生活の基൫を構築される方
もいらっしΌいます。

　（و藤 美ࠤ）
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4.�　就労ܧଓ支援"ܕ事業所ɿ
$ome-Vck ラϘݝிલ

事業所の概要
就労継続支援"型事業所は、障害や難病により企業

で働くことが困難な方が、雇用ܖ約を結んだ上で、生
活や業務上の支援を受けながら働くことができる職場
です。 

障 害 者 就 労 継 続 支援"型 事 業 所 Come-uck.-ab
は、IT に特化した業務を行っており、メンバーのみ
なさんはシステム開発やデβインのスキルを生かしな
がら、支援スタッフとともに二人三٭で業務にあたっ
ています。

令和3年4月、新型コロナウイルスによるೱ厚接触
者やཅ性者などܰ症者であっても通所の制限がある人
や不安を感じる利用者への対応として自治体も在宅就
労支援を認める形になり、ฐ社グループ事業所でも開
始しました。

事業所で訓練している
プログラムの内容

就労継続支援̖型事業所では、業務・利用者の能力
に合わせて、それͧれ仕事を行っています。

カムラックグループでは IT 業務として、テスト業
務、Web デβイン、プログラム開発、データ入力等
の仕事を行っています。定期的な面談を行うことで体
調の安定を図ります。

利用者の特徴やおおよその割合
利用者は障害があるものの高学ྺだったり、社会経

があるなど、一般企業での障害者雇用が進まないこݧ
とで就職が困難になっていて、一般的に多く見られる
୹時間で୯७作業を中心とした最低時給での仕事には
合わない方が在੶しています。

また、障害の割合は90％以上が精神疾患の方で、
その多くは発ୡ障害（自ด症スペクトラム）の方で
す。

障害の特性からも、自身の能力ややりたい仕事が合
わないとམちていきやすい方にとっては働きやすい職
場と考えています。

各事業所から企業への
一般就労をしている場合の
主な就職先の職種や業種

ύソコンを使った仕事をしているのもあり、ύソコ
ンを使った仕事での就職先が主です。

Web デβイン・プログラム開発・デβインなどの
仕事への就職もありますが、企業からの求人が少ない
ことや求人が有っても経ݧを問われたりしているなど
で中々に難しい面が有ります。

関係機関や企業との連携について
グループϗーム（共同生活援助）や居宅介護等の利

用が有れば、そうした支援者と日々の自宅での心身の
状況把握・共有をしています。

その他のサービス利用がない場合は、計画相談支援
の担当相談支援専門員と情報共有を行い、必要あれば
自宅への๚問をしていただき、対応をしてもらってい
ます。

就職活動等に関して、障害者職業センターや障害者
就業・生活支援センターなどと協力して支援を行う場
合があります。

遠隔訓練に向けた体制整備
ここではカムラックで実際に取り組んでいる在宅訓

練の実践を紹介しながら、事業所における支援のྲྀれ
について紹介します。

遠隔訓練やテレワーク就労を目指す上での事業所の
不安要素として居宅での障害特性の理解や環境の޻෉
や支援環境の構築があるかと思います。こうした居宅
での支援については、計画相談支援や他の障害者福祉
施設などの社会的資源と連携を行い、情報共有をする
ネットワーク支援をすることが前提となります。

訓練内容の選別と業務の
切り出しにおけるポイント

訓練内容において、テレワークと਌和性の高い業務
とそうでないものがありますので、その選別や業務か
ら切り出す視点を定めて整理することが大切です。
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例えば、PC を活用する遠隔訓練においては、「一
定ྔの同じ仕事があること」、「޻ఔを少なく調整で
きること」、「作業の۠切りが明確であること」、「作
業の手ॱを明確にしやすいこと」「反復作業があるこ
と」など訓練内容としての導入のしқさを検討するポ
イントになります。また具体的な切り出しに向いてい
る仕事例としては、会計入力業務、集計作業業務、
ウΣブฤ集業務、データ入力業務等などがあります。

テレワーク就労を進めるための
ステップとポイント

＜ 4tep1　本ਓ・支援者ؒͰの情報のڞ༗を
する＞

事業所の支援者と訓練生に対して、在宅訓練やテレ
ワーク就労へ取り組むことをप知し、特定担当者にだ
けෛ担が集中しないように情報共有を行います。在宅
訓練等の理解をਂめるษ強会や、業務のྲྀれを共有す
るミーティングを適ٓ行うなど、そのྲྀれや留意事項
について共有します。

＜ 4tep2　事業所の業務͔Β܇࿅಺༰をબఆ
する＞

利用者がその特性に合わせて能力を発揮しやすい、
業務の切り出しを以下の手ॱで考えます。
①業務分類と

整理
分類されたͻとつの業務をさらに
。分化し、手ॱを整理しますࡉ

②業務の実施 成果෺を確認し成果進捗を確認
③アセスメント 作業を評価、分ੳし、訓練生の課

題点や作業手ॱの見直しポイント
を整理する。

この①の業務分類と整理から、②業務の実施と③ア
セスメントを܁ฦし行いながら、訓練生の౸ୡ状況を
踏まえながら、作業のྔや難қ度を高めていきます。
この過ఔにおいて、メモが必要な場合は事前にグルー
プウΣア（当事業所は Chatwork を使用）などを用
いて、オンラインツールを用いて支援者と訓練生で共
有する仕組みを用いることや、手ॱ書はࣸ真などの視
֮的情報を多用しながら、イメージ共有を行います。

＜ 4tep3　機ࡐやίϛュニέーγϣンڥ؀の
֬ೝ・੔උ＞

訓練生のネット環境や PC 等を持っているか、十分
でない場合には PC の貸出を行うなども対応が必要な
場合があります。またグループウΣアで作業の進捗・
成果෺の精度のチΣックするため、それͧれの使い方
や使い分けについて共通理解を形成します。

遠隔訓練開始前に、利用者の健康状態の確認・面談
を行うための৚݅や準備も併せて行います。訓練生の

を知るためにも、ウΣブカメラとマイク利ࢠ৭や様إ
用することの意義や必要性を理解してもらいましょ
う。

また事業所の情報࿙えいやウイルス感染、サイバー
を防ぐためにނなどの事ܸ߈ IT リテラシーの習得や
ワクチンソフトインストール等セキュリティ対策は必
ਢになります。こうした情報セキュリティに関する理
解は訓練を開始するまえに学習する機会を設けること
が大切です。

＜ 4tep4　௨所໘ஊͰの৺਎ঢ়گの೺Ѳ・助
言＞

事業所内での支援でないからこそ利用者の関わり方
や報告・連絡・相談等のコミュニケーションが大切で
す。スタッフと利用者が課題を共有し、共に改善策を
考えることで安定した就労が継続できています。

テレワーク訓練状況の実際
ここでテレワーク訓練状況の実際についてご紹介し

ます。訓練生によって異なりますが、主にिに2～5
日を訓練日としており、一日6時間以上を実施してい
ます。またिに1回以上の通所を行うことで、ࡉかな
心身状況の把握や課題に対する助言をおこなっていま
す。開所時間内で不明点や困りごとに対応することが
できています。訓練日の一日のྲྀれは、事前に職員と
作成した予定にもとづき訓練を実施します。訓練生は
自宅からύソコンで接続し、職員から体調などの確認
を受けて、ேྱやスケジュールに対する質問を行いま
す。相談は担当職員がビデオ通話で対応することで、
適ٓ対応をしています。

具体的な時間のྲྀれを以下に提示します。

  9：50 ேྱ前に日報ه入・出勤入力
10：00　 ;oom で全体ேྱ、作業内容確認 訓

練開始 日報のه入と確認
11：55 ऴྱ（ޕ前）
12：00～13：00 னܜٳ
13：00 　 ;oom で全体ミーティング、作業内容

確認 訓練開始
15：00～15：15 ܜٳ後のޕ 日報の確認
16：55 ऴྱ

就労に必要な技能
実際にテレワーク就労した訓練生の実੷から就労

に必要な技術としては、Windows の基本ૢ作や、
Word、Excel、タイϐング、インターネットなどの
基本機能を使用できる技能は必ਢとなっています。
画૾やデβインを訓練で用いる場合には、"dobe 
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Photoshop、Illustrator などアプリのૢ作、Web
制作の訓練を行う場合には HP や EC サイトの制作や
管理に関する基礎的技能、開発に関する訓練を行う場
合には、%# 及び "I 開発言ޠでのプログラミング、
情報処理の訓練を行う場合には、データ入力やデータ
分ੳに必要になるソフトや౷計の基礎的な力などがあ
ります。このようにどのような内容の訓練を行うかに
よっても、必要な基礎的な技能は異なります。訓練生
の就職をر望する業務や職種と本人の現状のアセスメ
ントから、適切な訓練プログラムを検討することが大
切です。

遠隔訓練を行う場合には、ٸな体調不ྑや஗ࠁ・欠
勤、Ոఉや生活面での不調などが発生する場合もあり
ます。就労支援事業所の支援員が、雇用されている障
害のある人と月に1回以上の面談を通じて、生活面や
就業面での課題をヒϠリングし、適時アドバイスを行
い、ٸۓ時など必要に応じてՈఉへの๚問や、本人の
ྃ解のもと医療機関への診察に同行、生活面や健康面
でのサポートも行っています。また、面談の様ࢠなど
を「支援ه録」として作成し職場内で共有・情報交換
などを行い、安定利用を図っています。

（෌௩ 康成） 

4.�　就労ܧଓ支援"ܕ事業所ɿ
͸ͪのへ౦Ԟே日ιϦューγϣン

事業所の概要
当事業所は、就労継続支援"型事業所をീࢢށ、੨

৿ࢢ、੝岡ࢢに3事業所展開しており、ീࢢށに就労
継続支援#型事業所に3事業所があります。

2020年から"型事業所にてテレワークを導入して
おります。基本は通所で運営しておりますが、新型コ
ロナウイルス感染拡大等のٸۓ時にテレワーク支援が
できるよう、ノート PC、オンラインツールなどの環
境を整備いたしました。ٸۓ時になる前に、支援員と
利用者で実ূ的にテレワークを実施し、通所時とҧう
課題やྑい効果をચい出し、把握することで、対策を
検討しながらテレワーク支援の体制を作っておりま
す。テレワーク支援の業務では、事業所内業務と同類
のデータワーク業務を行い、オンライン会議ツール、
チャットツールを活用し報連相をしてもらいます。指
導員は、普ஈの業務からテレワークで使用するツール
を使用し、普ஈの業務の延長でテレワーク支援ができ
るスキルアップ、業務運用を意識し取り組んでおりま
す。

事業所で訓練している
プログラムの内容

"I に学習させる教師データを作る作業「アノテー
ション」作業。画૾データのアノテーション、Ի声合
成の੡඼・サービス開発やԻ声コンテンツ作成に必要
なデータワーク、テキストデータのアノテーション、
データ収集、入力作業などを実施しております。遠隔
地の事業所が連携し共同で作業をしており、リモート
の体制を作り業務を行っております。そのため、利用
者、指導員向けに、オンライン、リモートワークに必

要な PC スキル等を習得する社内研修を֎部講師、職
員で実施しております。

利用者の特徴やおおよその割合
"I のアノテーションやデータワークに取り組んで

いる就労継続支援 " 型事業所の利用者の割合は、精
神障害の方が86�、身体が11�、知的が3� となっ
ております。
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こうした利用者の企業への一般就労をしている主な
就職先の職種や業種は、খച業における接٬業務や、
IT・マーケティングのオペレーション業務などになり
ます。

関係機関や企業との連携について
2019年からアノテーション企業からアノテーショ

ン業務の受ୗを開始しました。また、大手シンクタン
クと連携し "I データワークの指導・運用を可能にす
るための支援機能を検討、構築しております。その他
大手企業様からも受ୗを௖き、利用者の作業のバリ
Τーションを増やしております。

福祉と೶・ਫ・঎・޻の連携
はちのへ東Ԟே日ソリューションでは、1，自活

2，一人一業 3，共ଘ共ӫ という3つの目標を掲げ
福祉施設を運営しています。์課後等デイサービス、
就労継続支援#型、"型と福祉事業を展開し、ࣇಐか
ら成人まで、それͧれの利用者が活༂できる、ϗップ
ステップジャンプと連動した運営を行っております。

法人業務の特৭は、೶、ਫ、঎、そして޻、という
他事業と福祉を連携させた取りࠐみです。

グループ会社のീށワイナリーと、ワイン用Ϳどう
の೶作業、ワインのළづめ作業などを行う「೶福連
携」、地ݩਫ産会社と、ീࢢށの໊産඼のサバの٧؈
の加޻޻場での作業や、ύッキング作業をする「ਫ福
連携」、地ݩඦ՟ళと、඼出しや఻ථ整理などをする
「঎福連携」、そして、大手企業や地ݩ IT 企業と、
アノテーション、データワークを行う「޻福連携」で
す。

これらの取組を就労継続支援"型事業所、#型事業
所で、利用者にあった業務を行っております。

෱ࢱͱ࿈ܞのΠϝーδ༷ࢠ

σーλワークۀ࡞ॴ

"型ではメインの業務がアノテーション、データ
ワークとなり、੨৿県やؠ手県という地域にある事業
所に通いながらでも、大手メーカー、グローバル企業
などの開発に携わることのできるアノテーション、
データワークを行うことは、利用者のモチベーション
に繋がっております。

最近の取組では、就労継続支援"型事業所にて、Ի
声データワーク等の作業および指導の実施を通じて、
「作業現場における実態の把握と課題のந出」、「解
決手法の適用評価」等を行いました。検ূの過ఔでԻ
声データワークの受ୗ業務化が可能となったことで、
より෇加価஋の高い受ୗ業務の拡大に繋がりました。

また、Ի声合成を活用して、地域や行政の PR、ビ
デオやԻ声サービスにԻ声合成を෇༩する業務の検討
も、発注企業と連携して進めています。

大手シンクタンクから、就労継続支援"型事業所で
受ୗ業務化するために必要となる「作業者の作業適性
の評価」、「作業者の特性を考慮した業務マニュアル
化」および「Ի声データワークのプロセス化の支援」
等について独自の知見を活かし課題解決方法の支援に
より、新規受ୗ業務の開拓、地域のデジタル推進への
。も期待できますݙߩ

またデジタルコンテンツ作成のいいとこΖは、作業
成果が見える化され、社会実૷されていることを作業
者の方が体ݧできることです。自分が作成したナレー
ション෇き動画が、大型公共施設の大型スクリーンに
өしだされ、社会にݙߩしている、という実感を見て
わかることは、作業者の方ご自身、また関係者にもい
いӨڹを༩えていると感じております。

また、ೲ඼データから開発された "I が社会で活
༂、課題解決にݙߩしていることのه事を利用者にप
知することで、社会参画している意識を持ってもら
え、利用者、指導員ともに意義のある業務となってお
ります。

通所される方の全員がアノテーション業務に適して
いるわけではないため、本人の意思と個性をଚ重する
とともに、一人ͻとりの適性を大手シンクタンクと連
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携しଌりながら、従事してもらう業務などの決定をし
ております。

福祉施設の運営を支えていただく従業員の皆さんを
はじめ、お取Ҿ業者の方、ご支援をいただく福祉団体

や行政の方との信頼関係を大切にし、自立を応援する
人たち全員が、Win-Win のよい関係になれるように
౒めます。

（߂進・ถా ਌ ڮُ）

4.9　就労ܧଓ支援#ܕ事業所ɿͿ͏しすͯΉ

事業所の概要
就労継続支援"型と#型の多機能型事業所として運

営していて、"型20໊・#型10໊の定員で業務内容は
ICT 関連業務に特化しているのが特徴で、3分の2以
上の利用者が在宅でテレワークで仕事をしています。

2011年6月に就労継続支援"型事業所を開所し、5
年後の2016年6月に就労継続支援#型事業所を開所し
ました。

事業所で訓練している
プログラムの内容

仕事の内容は؆୯なデータ入力や画૾加޻から、ア
ノーテーション、スマϗアプリの開発、WE# サイト
の作成・更新、WE# アクセシビリティ検査、動画ฤ
集、オンラインセミナーのサポートなど多ذに౉りま
す。

ύソコン業務でも障害特性や性֨などによって向き
不向きがあり、それͧれが得意な作業を行って、ۤ手
な作業は別のメンバーが補い、なるべくストレスがか
らないようにしています。

訓練の実施方法は作業内容にもよりますが、多くの
作業の場合、手ॱ書などのマニュアルを作成してい
て、それを使って仕事のྲྀれを֮えてもらい、実習を
通して一定のレベルにୡしたら実際に実務に入っても
らうようにしています。動画のマニュアルを作って
e- ラーニング教材として使って学んでもらうことも
ありますし、事務職として一般就労を目指している人
には M0S の検定試ݧなど、ཤྺ書に書ける IT 系の
検定試ݧに合֨するためのトレーニングを行うことも
あります。

テレワークの業務でも様々な作業がありますが、実
作業を通して障害の特性や得意なこととۤ手なことが
明確になってきて、౒力や޻෉をすることによって改
善される見ࠐみがありそうなものと、そうでないもの
とを見極めて、改善の見ࠐみがなさそうなことは切り
ࣺてて౒力することをࢭめ、得意なことを৳ばすこと
に注力することによって、自信につながり自己ߠ定感
も高まって行くこともあり、発ୡ障害でࢠ供の頃から
पりに指摘されて自分でもわかっていて、相当な౒力

してきたにもかかわらず、いつまで経ってもۤ手なま
まの、できないことはఘめて切りࣺてることで、ָに
生きられるようになってきた人を何人も見てきました
ので、とても大切なことだと感じています。職員は
過ڈに一般企業でプロクラマーとして働いていた人
や WE# サイトの制作に携わっていた者、グラフック
デβイン系の経ݧ者など、専門的な知識や技術を持っ
ている者もいますが、受注した仕事の内容によっては
֎部講師をটいて研修会を開いたりすることもありま
す。

利用者の特徴やおおよその割合
身体障害・精神障害・知的障害・発ୡ障害・難病の

人など障害は様々ですが、発ୡ障害の人がѹ౗的に多
く、全体の約8割を占めています。リクライニング機
能෇きのベッドの上で仕事をしている移動が困難な重
度の身体障害の人や、人の目が気になったり聴֮過හ
があったりで、人がいる環境では集中ができなかかっ
たり、対人がۤ手でずっとҾきこもっている人もい
て、そのような人たちが在宅でテレワークで働いてい
ます。

就職先としては IT 企業に就職したり、自分でى業
して自営業としてテレワークで働いている人もいます
が、多くの場合は一部でύソコンも使う図書ؗでの業
務や一般事務、まったくύソコンを使うことがない৯
඼加޻会社での৯඼加޻業務、高齢者施設での調理や
ચい場のਥ๪業務、ચं作業などです。

関係機関や企業との連携について
県内各ݍ域の就業・生活支援センター、県やࢢொ等

の自治体の障害福祉課、ハローワーク、障害者職業セ
ンター、中খ企業Ո同༑会のほか、全国で障害者のテ
レワーク支援をしている福祉サービス事業所や特例ࢠ
会社、ຽ間の人材紹介会社等とも連携して、就職先の
開拓やテレワーク業務の受注等に取り組んでいます。
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෉޻෉と創意޻௞設定の޻
多くの#型事業所ではച上金ֹを利用者の人਺で

割ってۉ等に޻௞を支෷っていると聞いているのです
が、当事業所では作業ごとに୯価を設定して、仕事の
難қ度やこなした݅਺によって޻௞を支෷っていて、
利用日਺が少ない人などは、1ϲ月に1ສ円にຬたな
い人もいますが、中には਺十ສ円の޻௞をՔぐ人も਺
໊います。

#型事業所をスタートした時からこの仕組みで޻௞
を෷うことで、利用者のモチベーションが上がり成長
して自信をつけてくれるのではないかと期待していた
のですが、思っていた以上に効果がありました。

݅਺をこなすために効率ྑく作業するための創意޻
෉を自分で考えて実践したり、難қ度の高い仕事に௅
ઓしたりと前向きに積極的に取り組む人が増えて、作
業効率が上がったり難しい仕事ができるようになり、
௞が増えたことによって自信がついて、もともと一޻
般就労は自信もないしාいと言っていた人が一般就労
にڵຯを持って、実際に求人情報を調べたりして就職
活動に取り組むようになったケースもありますので、
この仕組は今後も続けて行きたいと思っています。

（川࡚ ᆹ༸）　
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